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(27) 試 験 問 題 (午前の部) 

 

注     意 

 

⑴ 別に配布した答案用紙の該当欄に，試験問題用紙裏面の記入例に従って，受験地，受験番

号及び氏名を必ず記入してください。答案用紙に受験地及び受験番号をマークするに当たっ

ては，数字の位を間違えないようにしてください。 

⑵ 試験時間は，2 時間です。 

⑶ 試験問題は，全て多肢択一式で，全部で 35 問あり，105 点満点です。 

⑷ 解答は，答案用紙の解答欄に，正解と思われるものの番号の枠内を，答案用紙に印刷され

ているマーク記入例に従い，濃く塗りつぶす方法で示してください。 

⑸ 解答欄へのマークは，各問につき 1 か所だけにしてください。二つ以上の箇所にマークが

されている欄の解答は，無効とします。解答を訂正する場合には，プラスチック消しゴムで

完全に消してから，該当欄の枠内をマークしてください。答案用紙への記入は，鉛筆(ＨＢ)

を使用してください。該当欄の枠内をマークしていない解答及び鉛筆を使用していない解答

は，無効とします。 

⑹ 答案用紙に受験地，受験番号及び氏名を記入しなかった場合は，採点されません（試験時

間終了後，これらを記入することは，認められません。）。 

⑺ 答案用紙は，汚したり，折り曲げたりしないでください。 

⑻ 試験問題のホチキスを外したり，試験問題のページを切り取る等の行為は，認められませ

ん。 

⑼ 試験時間中，不正行為があったときは，その答案は，無効なものとして扱われます。 

⑽ 試験問題に関する質問には，一切お答えいたしません。 

⑾ 試験問題は，試験時間終了後，持ち帰ることができます。 
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第 1 問 精神的自由に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいもの

の組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 個人の私生活上の自由の一つとして，何人も，その承諾なしに，みだりにその容

貌・姿態を撮影されない自由を有するから，警察官が正当な理由なく個人の容貌・姿

態を撮影することは許されない。 

イ 裁判所が，他人の名誉を毀損した加害者に対して，被害者の名誉を回復するのに適

当な処分として謝罪広告を新聞紙に掲載すべきことを命ずることは，その加害者の人

格を無視し，意思決定の自由を不当に制限することとなるので，その内容が単に事態

の真相を告白し陳謝の意を表明するにとどまる程度のものであったとしても，当該加

害者の思想及び良心の自由を侵害し，許されない。 

ウ 剣道実技の科目が必修とされている公立の高等専門学校において，特定の宗教を信

仰していることにより剣道実技に参加することができない学生に対し，代替措置とし

て，他の体育実技の履修やレポートの提出を求めた上で，その成果に応じた評価をす

ることは，その目的において宗教的意義はないものの，その宗教を援助，助長，促進

する効果を有し，他の宗教者又は無宗教者に圧迫，干渉を加える効果があるから，政

教分離の原則に違反する。 

エ 報道機関の報道は，民主主義社会において，国民が国政に関与するにつき重要な判

断の資料を提供し，国民の知る権利に奉仕するものであるから，報道の自由及び報道

のための取材の自由はいずれも憲法上保障されており，裁判所が，刑事裁判の証拠に

使う目的で，報道機関に対し，その取材フィルムの提出を命ずることは許されない。 

オ 大学において学生の集会が行われた場合であっても，その集会が，真に学問的な研

究又はその結果の発表のためのものでなく，実社会の政治的社会的活動であり，か

つ，公開の集会又はこれに準じるものであるときは，その集会への警察官の立入り

は，大学の学問の自由と自治を侵害するものではない。 

1 アイ     2 アオ     3 イエ     4 ウエ     5 ウオ 
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第 2 問 内閣に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，後記 1 か

ら 5 までのうち，どれか。 

ア 内閣は，行政権の行使について，国会に対し連帯して責任を負うため，ある国務大

臣につき両議院で不信任決議案が可決された場合には，10 日以内に衆議院が解散さ

れない限り，総辞職をしなければならない。 

イ 内閣総理大臣について，衆議院と参議院とが異なった指名の議決をしたため，法律

の定めるところにより，両議院の協議会が開かれたが，そこでも意見が一致しなかっ

た場合には，衆議院の議決が国会の議決となる。 

ウ 国務大臣は，その在任中，内閣総理大臣の同意がなければ，訴追されない。 

エ 法律及び政令には，全て主任の国務大臣が署名し，内閣総理大臣が連署することを

必要とする。 

オ 国会議員でない国務大臣は，国会議員から答弁又は説明のため出席を求められた場

合に限り，議院に出席して発言することができる。 

1 アイ     2 アオ     3 イウ     4 ウエ     5 エオ 
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第 3 問 次の文章は，地方自治の本旨に関する文章である。（   ）の中に後記の語句群の中

から適切な語句を選択して文章を完成させた場合に，（ ① ）から（ ⑥ ）までに入る

語句として適切なものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

なお，（   ）の中には，後記の語句群のアからクまでの語句のうち一つのみが入

り，各語句を 2 回以上使用することはないものとする。 

憲法は，「地方公共団体の組織及び運営に関する事項は，地方自治の本旨に基いて，

法律でこれを定める。」と定めている。この「地方自治の本旨」とは，一般に，（ ① ）と

する住民自治の原則と，（ ② ）とする団体自治の原則を意味するものと解されてい

る。 

（ ③ ）旨を定めた憲法の規定は住民自治の原則を具体化したもので，（ ④ ）旨を

定めた憲法の規定は団体自治の原則を具体化したものと説明される。東京都の特別区に

ついて区長の公選制を廃止することが憲法上許されるかどうかが争われた事件におい

て，判例は，（ ⑤ ）とした。 

また，憲法は，地方公共団体が法律の範囲内で条例を制定することができる旨を定め

ているが，法律の範囲内といえるかどうかの判断基準について，判例は，（ ⑥ ）とし

た。 

【語句群】 

ア 地方公共団体の長及びその議会の議員は，その地方公共団体の住民が直接これを選

挙する 

イ 地方公共団体は，その財産を管理し，事務を処理し，及び行政を執行する権能を有

する 

ウ 地方公共団体は，国が法令で明示又は黙示に規定を設けている事項については，法

律の明示的な委任がない限り，条例を制定することができない 

エ 条例が法律に違反するかどうかは，両者の対象事項と規定文言を対比するのみでな

く，それぞれの趣旨，目的，内容及び効果を比較し，両者の間に矛盾抵触があるかど

うかによってこれを決しなければならない 

オ 地方の政治は，国から独立した団体に委ねられ，その団体の意思と責任において行

われるべきである 

カ 地方の政治は，その地方の住民の意思に基づいて行われるべきである 

キ 東京都の特別区は，人口も多く，政治的，経済的，文化的活動も活発であり，法律

によって，地方公共団体として規定され，一定の制約を受けながらも条例制定権等の

権限が付与されているのであるから，憲法上の地方公共団体に当たる 

 



 - 6 - 

ク 憲法上の地方公共団体というためには，事実上住民が経済的文化的に密接な共同生

活を営み，共同体意識を持っているという社会的基盤が存在し，沿革的にみても，現

実の行政の上においても，地方自治の基本的機能を付与された地域団体であることを

必要とするが，東京都の特別区は，そのような実体を備えておらず，憲法上の地方公

共団体に当たらない 

1 ①オ ④ア ⑤キ ⑥エ 

2 ②カ ③イ ⑤ク ⑥ウ 

3 ①カ ④イ ⑤キ ⑥エ 

4 ②オ ④イ ⑤ク ⑥エ 

5 ①カ ③ア ⑤ク ⑥ウ 
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第 4 問 未成年者に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，後記

1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 未成年者が法定代理人の同意を得ないでした法律行為を自ら取り消した場合には，

その未成年者は，その取消しの意思表示をすることについて法定代理人の同意を得て

いないことを理由に，その取消しの意思表示を取り消すことはできない。 

イ 養子である未成年者が実親の同意を得て法律行為をしたときは，その未成年者の養

親は，その法律行為を取り消すことはできない。 

ウ 未成年者と契約をした相手方が，その契約締結の当時，その未成年者を成年者であ

ると信じ，かつ，そのように信じたことについて過失がなかった場合には，その未成

年者は，その契約を取り消すことはできない。 

エ 未成年者が婚姻をしたときは，その未成年者は，婚姻後にした法律行為を未成年で

あることを理由として取り消すことはできない。 

オ 未成年者が法定代理人の同意を得ないで贈与を受けた場合において，その贈与契約

が負担付のものでないときは，その未成年者は，その贈与契約を取り消すことはでき

ない。 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イオ     5 ウエ 

 

 

以下の試験問題については，国際物品売買契約に関する国際連合条約(ウィーン売買条約)

の適用は考慮しないものとして，解答してください。 
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第 5 問 虚偽表示に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているも

のの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア Ａ所有の甲建物について，ＡＢ間の仮装の売買契約に基づきＡからＢへの所有権の

移転の登記がされた後に，ＢがＣに対して甲建物を譲渡し，ＡがＤに対して甲建物を

譲渡した場合には，Ｃは，ＡＢ間の売買契約が仮装のものであることを知らなかった

ときであっても，ＢからＣへの所有権の移転の登記をしなければ，Ｄに対し，甲建物

の所有権を主張することができない。 

イ Ａ所有の甲建物について，ＡＢ間の仮装の売買契約に基づきＡからＢへの所有権の

移転の登記がされた後に，ＢがＣに対して甲建物を譲渡し，更にＣがＤに対して甲建

物を譲渡した場合において，ＣがＡＢ間の売買契約が仮装のものであることを知って

いたときは，Ｄがこれを知らなかったときであっても，Ｄは，Ａに対し，甲建物の所

有権を主張することができない。 

ウ Ａ所有の甲建物について，ＡＢ間の仮装の売買契約に基づきＡからＢへの所有権の

移転の登記がされた後に，Ｂの債権者Ｃが，ＡＢ間の売買契約が仮装のものであるこ

とを知らずに甲建物を差し押さえた場合であっても，ＣのＢに対する債権がＡＢ間の

仮装の売買契約の前に発生したものであるときは，Ａは，Ｃに対し，ＡＢ間の売買契

約が無効である旨を主張することができる。 

エ Ａ所有の甲建物について，ＡＢ間の仮装の売買予約に基づきＢを仮登記の登記権利

者とする所有権移転請求権保全の仮登記がされた後，ＢがＡに無断で当該仮登記に基

づく本登記をした場合において，その後にＢから甲建物を譲り受けたＣが，その当

時，当該本登記が真実に合致したものであると信じ，かつ，そのように信じたことに

ついて過失がなかったときは，Ｃは，Ａに対し，甲建物の所有権を主張することがで

きる。 

オ Ａから土地を賃借したＢがその土地上に甲建物を建築し，その所有権の保存の登記

がされた後に，甲建物についてＢＣ間の仮装の売買契約に基づきＢからＣへの所有権

の移転の登記がされた場合において，ＢＣ間の売買契約が仮装のものであることを知

らなかったＡが賃借権の無断譲渡を理由としてＡＢ間の土地賃貸借契約を解除する旨

の意思表示をしたときは，Ｂは，Ａに対し，ＢＣ間の売買契約は無効であり，賃借権

の無断譲渡には当たらない旨を主張することができる。 

1 アイ     2 アオ     3 イウ     4 ウエ     5 エオ 
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第 6 問 取得時効に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの

組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 建物の所有権を時効により取得したことを原因として所有権の移転の登記をする場

合には，その登記原因の日付は，取得時効が完成した日となる。 

イ Ａが，Ｂ所有の甲土地について，Ｂとの間で使用貸借契約を締結し，その引渡しを

受けたが，内心においては，当初から甲土地を時効により取得する意思を有していた

場合，Ａは，甲土地の占有を 20 年間継続したとしても，甲土地の所有権を時効によ

り取得することはできない。 

ウ 甲土地を 10 年間占有したことを理由として甲土地の所有権を時効により取得した

ことを主張する者は，法律上，その占有の開始の時に善意であったことだけでなく，

無過失であったことも推定される。 

エ Ａがその所有する甲土地について，ＢのＣに対する債権を被担保債権とし，Ｂを抵

当権者とする抵当権を設定した後に，Ｃが甲土地の所有権を時効により取得したとき

であっても，Ｂの抵当権は消滅しない。 

オ Ａ所有の甲土地をＡから賃借したＢがその対抗要件を具備する前に，ＣがＡから甲

土地につき抵当権の設定を受けてその旨の登記をした場合において，Ｂが，その後引

き続き賃借権の時効取得に必要とされる期間，甲土地を継続的に使用収益したとき

は，Ｂは，抵当権の実行により甲土地を買い受けた者に対し，甲土地の賃借権を時効

取得したと主張することができる。 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 ウオ 
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第 7 問 不動産の物権変動に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っ

ているものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア Ａがその所有する甲建物をＢに売り渡し，その旨の所有権の移転の登記をした後，

Ｂは，甲建物をＣに転売してその旨の所有権の移転の登記をした。その後，ＡがＢの

強迫を理由にＡＢ間の売買契約を取り消した場合，Ａは，Ｃに対し，甲建物の所有権

を主張することができる。 

イ Ａがその所有する甲建物をＢに売り渡し，その旨の所有権の移転の登記をした後，

Ａは，Ｂの詐欺を理由にＡＢ間の売買契約を取り消したが，所有権の移転の登記の抹

消をする前に，Ｂが甲建物をＣに売り渡してその旨の所有権の移転の登記をした。こ

の場合，Ｃは，Ａに対し，甲建物の所有権を主張することができる。 

ウ Ａがその所有する甲建物をＢに売り渡し，その旨の所有権の移転の登記をした後，

Ｂは，甲建物をＣに転売した。その後，ＡＢ間の売買契約が合意解除された場合，Ｃ

は，Ｂから所有権の移転の登記を受けていなくても，Ａに対し，甲建物の所有権を主

張することができる。 

エ Ａがその所有する甲建物をＢに売り渡し，その旨の所有権の移転の登記をした後，

Ａは，Ｂの債務不履行を理由にＡＢ間の売買契約を解除した。その後，Ｂが甲建物を

Ｃに転売し，その旨の所有権の移転の登記をした場合，Ａは，Ｃに対し，甲建物の所

有権を主張することができる。 

オ ＡがＢと通謀してＡの所有する甲建物をＢに売り渡した旨仮装し，ＡからＢへの所

有権の移転の登記をした後，Ｂは，Ａに無断で，ＡＢ間の売買契約が仮装のものであ

ることを知らないＣに甲建物を売り渡した。この場合，Ｃは，Ｂから所有権の移転の

登記を受けていなくても，Ａに対し，甲建物の所有権を主張することができる。 

1 アイ     2 アウ     3 イオ     4 ウエ     5 エオ 
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第 8 問 動産の物権変動に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しい

ものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア Ａがその所有するパソコン（以下「動産甲」という。）をＢに譲渡し，占有改定による

引渡しをした後，ＡがＣに動産甲を譲渡し，その譲渡につき動産及び債権の譲渡の対

抗要件に関する民法の特例等に関する法律に基づく動産譲渡登記がされた場合，Ｃ

は，Ｂに対し，動産甲の所有権を主張することができる。 

イ Ａがその所有する動産甲を目的とする譲渡担保権をＢのために設定し，占有改定に

よる引渡しをした後，ＡがＣに動産甲を譲渡し，占有改定による引渡しをした場合，

Ｂは，Ｃに対し，動産甲についての譲渡担保権を主張することができない。 

ウ Ａが，その所有する動産甲をＢに寄託した後，Ｃに動産甲を譲渡し，Ｃが指図によ

る占有移転によって引渡しを受けた場合であっても，その後，Ａが無権利者であるこ

とについて善意無過失のＤがＡから動産甲を譲り受け，指図による占有移転によって

引渡しを受けたときは，Ｄは，Ｃに対し，動産甲の所有権を主張することができる。 

エ Ａがその所有する動産甲をＢに賃貸し，引き渡した後，ＡがＣに動産甲を譲渡した

場合，Ｃは，引渡しを受けていなくても，Ｂに対し，動産甲の所有権を主張すること

ができる。 

オ Ａがその所有する動産甲をＢに譲渡し，占有改定による引渡しをした後，Ａが無権

利者であることについて善意無過失のＣが，競売によってＡから動産甲を買い受け，

現実の引渡しを受けた場合，Ｃは，Ｂに対し，動産甲の所有権を主張することができ

る。 

1 アウ     2 アエ     3 イエ     4 イオ     5 ウオ 
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第 9 問 占有権に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものは，

幾つあるか。 

ア 占有者は，その占有を第三者に妨害されるおそれがあるときは，その第三者に故意

又は過失があるか否かにかかわらず，その第三者に対し，占有保全の訴えにより，そ

の妨害の予防又は損害賠償の担保を請求することができる。 

イ 建物の賃貸借契約により賃貸人の代理占有が成立する場合において，賃借人が当該

賃貸借契約の終了後も当該建物の占有を続けていたとしても，当該賃貸借契約の終了

により，賃貸人の代理占有は消滅する。 

ウ 占有者がその占有物について有益費を支出したときは，善意の占有者は占有の回復

者に対しその償還を請求することができるが，悪意の占有者は占有の回復者に対しそ

の償還を請求することができない。 

エ 占有者は，その占有物を第三者に賃貸して賃料を取得していたときは，通常の必要

費を支出していたとしても，占有の回復者に対しその償還を請求することができな

い。 

オ 土地の占有者は，当該土地の所有者からの所有権に基づく土地明渡請求に対し当該

土地を所有者から使用貸借した旨の主張をするときは，その占有権原を適法に有する

ことが推定されるので，当該土地の使用借権の設定に係る事実について主張・立証す

る必要はない。 

1  1個     2  2個     3  3個     4  4個     5  5個 
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第10問 Ａ，Ｂ及びＣが甲土地を共有している場合に関する次のアからオまでの記述のうち，

判例の趣旨に照らし誤っているものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア Ａが，Ｂ及びＣの同意を得ずに，農地である甲土地について宅地造成工事をしてい

るときは，Ｂは，Ａに対し，その工事の差止めを請求することができる。 

イ Ａが，Ｂ及びＣの同意を得ずに，甲土地の全部を占有し，使用しているときは，Ｂ

及びＣは，Ａに対し，甲土地の全部をＢ及びＣに明け渡すことを請求することができ

る。 

ウ 甲土地につき，真実の所有者でないＤが所有権の登記名義人となっている場合，Ａ

は，Ｂ及びＣの同意を得なくても，Ｄに対し，その抹消登記手続を請求することがで

きる。 

エ Ａ，Ｂ及びＣの間で甲土地についての共有物分割の協議が調わず，Ａが裁判所に甲

土地の分割を請求したときは，裁判所は，Ａが甲土地の全部を取得し，Ｂ及びＣがそ

れぞれの持分の価格の賠償を受ける方法による分割を命ずることはできない。 

オ Ａが死亡し，その相続人が存在しないことが確定し，清算手続が終了したときは，

その共有持分は，特別縁故者に対する財産分与の対象となり，財産分与がされず，当

該共有持分が承継すべき者のないまま相続財産として残存することが確定したときに

はじめて，Ｂ及びＣに帰属する。 

1 アイ     2 アウ     3 イエ     4 ウオ     5 エオ 
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第11問 次の対話は，地役権に関する教授と学生との対話である。教授の質問に対する次のア

からオまでの学生の解答のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの組合せは，後記 1 か

ら 5 までのうち，どれか。 

教授： 甲土地を所有しているＡが，Ｂ所有の乙土地上に通行地役権の設定を受けたと

します。Ａは，乙土地上の通行地役権を，甲土地から分離して譲渡することがで

きますか。 

学生：ア 通行地役権の設定行為において別段の定めがされていなければ，Ａは乙土地

上の通行地役権のみを譲渡することができます。 

教授： 同じ事例で，ＣがＡから甲土地を買い受けた場合に，Ｃが乙土地上の通行地役

権を取得するためには，甲土地の売買契約において別段の定めが必要ですか。 

学生：イ Ｃが乙土地上の通行地役権を取得するために，その通行地役権の移転につい

て別段の定めをする必要はありません。 

教授： 事例を変えて，甲土地を所有しているＡが，Ｂ所有の乙土地上に通行地役権の

設定を受けていなかったものの，20 年以上の期間にわたり，乙土地を事実上通

行していたとします。その場合，乙土地の通行を目的とする地役権については，

継続的に行使され，かつ，外形上認識することができるものであれば，取得時効

の対象となりますが，Ａは，どのような場合に「継続的に行使」の要件を満たすこ

とができますか。 

学生：ウ 「継続的に行使」の要件を満たすためには，乙土地の上に通路が開設され，そ

の通路をＡが使用していることが必要ですが，通路の開設をＡ以外の第三者が

した場合でも「継続的に行使」の要件を満たします。 

教授： 更に事例を変えて，甲土地を共有しているＡ及びＤが，Ｂ所有の乙土地上に通

行地役権の設定を受けていたとします。この事例において，その後，Ａが甲土地

に対する自己の持分をＢに譲渡した場合，その持分についての通行地役権は混同

により消滅しますか。 

学生：エ ＢがＡの持分を取得したとしても，その持分についての通行地役権が混同に

より消滅することはありません。 

教授： 同じ事例で，Ｄに通行地役権についての消滅時効の中断事由があるときには，

Ａのためにも通行地役権についての消滅時効の中断の効力は生じますか。 

学生：オ 要役地の共有者の一人のために時効の中断がある場合でも，他の共有者との

関係では消滅時効は進行しますので，Ａのためには通行地役権についての消滅

時効の中断の効力は生じません。 

1 アイ     2 アウ     3 イエ     4 ウオ     5 エオ 



 

 - 15 - 

第12問 民法上の留置権に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しい

ものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア Ａを賃貸人，Ｂを賃借人とする甲建物の賃貸借契約がＢの債務不履行を理由に解除

された場合において，Ｂが占有権原がないことを知りながら引き続き甲建物を占有

し，有益費を支出したときは，Ｂは，Ａに対する有益費償還請求権に基づく甲建物に

ついての留置権を主張して，ＡのＢに対する甲建物の明渡請求を拒むことができる。 

イ Ａからその所有するカメラをＢが借りていた場合において，ＣがＢからそのカメラ

の修理を有償で依頼され，その引渡しを受けたときは，Ｃは，Ｂに対する修理代金債

権に基づくそのカメラについての留置権を主張して，ＡのＣに対するカメラの引渡請

求を拒むことができない。 

ウ Ａ所有の甲土地をＢがＣに売却して引き渡した後，甲土地の所有権を移転すべきＢ

の債務が履行不能となった場合，Ｃは，履行不能による損害賠償請求権に基づく甲土

地についての留置権を主張して，ＡのＣに対する甲土地の引渡請求を拒むことができ

る。 

エ Ａからその所有する甲建物を賃借していたＢが，Ａの同意を得て甲建物に造作を設

置し，賃貸借契約終了後，Ａに対してその造作を買い取るべきことを請求した場合，

Ｂは，Ａに対する造作買取代金債権に基づく甲建物についての留置権を主張して，Ａ

のＢに対する甲建物の明渡請求を拒むことができない。 

オ Ａ所有の甲建物について留置権を有するＢがＡの承諾を得て甲建物を使用している

場合，その後にＡから甲建物を買い受けて所有権の移転の登記を受けたＣは，Ｂが甲

建物を使用していることを理由として留置権の消滅請求をすることはできない。 

1 アイ     2 アオ     3 イウ     4 ウエ     5 エオ 
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第13問 質権に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものは，幾

つあるか。 

ア 動産質権は，元本，利息，違約金，質権の実行の費用，質物の保存の費用及び債務

の不履行又は質物の隠れた瑕疵によって生じた損害の賠償を担保し，設定行為におい

てこれと異なる別段の定めをすることはできない。 

イ 不動産質権は，その設定の登記をしなくてもその効力を生ずる。 

ウ 質権の目的である債権が保証債務によって担保されている場合，質権の効力は，そ

の保証債権に及ぶ。 

エ 質権の目的である債権が金銭債権であり，その債権及び被担保債権がいずれも弁済

期にある場合，質権者は，被担保債権の額にかかわらず，質権の目的である債権の全

額を取り立てることができる。 

オ 質権の目的である指名債権の債務者が，質権設定につき異議をとどめないで承諾し

た場合であっても，当該債務者は，当該指名債権の債権者に対抗することができた事

由をもって質権者に対抗することができる。 

1  1個     2  2個     3  3個     4  4個     5  5個 
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第14問 ＡとＢ会社は，平成 23 年 4 月 1 日，ＡがＢ会社の石油販売特約店となることに伴い，

Ａ所有の甲土地に，Ｂ会社のために，Ａを債務者とし，極度額を 500 万円とする根抵当

権（以下「本件根抵当権」という。）を設定し，担保すべき債権の範囲を石油供給取引に

よって生ずる債権と定め，その旨の登記手続をした。 

その後，ＡがＢ会社から電気製品の買入れを行うようになったことから，平成 25 年

4 月 1 日，ＡとＢ会社は，本件根抵当権の被担保債権の範囲に，電気製品売買取引に

よって生ずる債権を加えることを合意し，その旨の登記手続をした。 

なお，本件根抵当権の担保すべき元本の確定期日は定められていない。 

この事例に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 1 か

ら 5 までのうち，どれか。 

ア 平成 25 年 5 月 15 日を弁済期とするＡとＢ会社との間の電気製品売買取引により生

じた債権について，その弁済期を経過してＡが債務不履行に陥った場合であっても，

その債権が同年 3 月 15 日に発生したものであるときは，その債権は本件根抵当権に

よって担保されない。 

イ 平成 25 年 10 月 1 日にＢ会社がＣ会社に吸収合併された場合，当該合併の事実を同

年 11 月 15 日にＡが知ったときは，その後にＡは，当該合併を理由として本件根抵当

権の担保すべき元本の確定を請求することができない。 

ウ Ａは，平成 26 年 4 月 1 日を経過した後であれば，本件根抵当権の担保すべき元本

の確定を請求することができる。 

エ Ｂ会社が本件根抵当権についてＤのために転抵当権を設定した場合，Ａは，本件根

抵当権の担保すべき元本の確定前であれば，Ｄの承諾がなくとも，Ｂ会社との合意に

よって極度額の減額をすることができる。 

オ 本件根抵当権の担保すべき元本が確定した後にＡがＥに甲土地を売り渡した場合に

おいて，当該元本の確定時点におけるＡのＢ会社に対する残債務額が 600 万円であっ

たときは，ＥがＢ会社に対して本件根抵当権の消滅を請求するためには，600 万円の

払渡し又は供託をしなければならない。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 
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第15問 譲渡担保に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの

組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 構成部分の変動する集合動産を目的とする集合物譲渡担保権の効力は，譲渡担保の

目的である集合動産を構成するに至った動産が滅失した場合にその損害を塡補するた

めに譲渡担保権設定者に対して支払われる損害保険金に係る請求権に及ぶ。 

イ 被担保債権の弁済期の到来後，譲渡担保権者が，債務者に対し被担保債権の弁済を

請求した場合，譲渡担保権を設定した債務者は，被担保債権の弁済と引換えに譲渡担

保の目的物の返還をすべき旨を主張することができる。 

ウ 不動産を目的とする譲渡担保権の実行に伴って譲渡担保権設定者が取得する清算金

請求権と譲渡担保権者の譲渡担保契約に基づく当該譲渡担保の目的不動産の引渡請求

権とは同時履行の関係に立ち，譲渡担保権者は，譲渡担保権設定者からその引渡債務

の履行の提供を受けるまでは，自己の清算金支払債務の全額について履行遅滞による

責任を負わない。 

エ 不動産を目的とする譲渡担保の被担保債権の弁済期が到来し，債務者が被担保債権

を弁済した後に，譲渡担保権者が目的不動産を第三者に売却した場合には，当該第三

者は，被担保債権が弁済されていることを知らず，かつ，知らないことに過失がない

ときに限り，目的不動産の所有権を主張することができる。 

オ 根抵当権者が，根抵当権の目的である不動産につき譲渡担保権を取得し，譲渡担保

を原因とする所有権の移転の登記を経由したときは，根抵当権は混同により消滅す

る。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 
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第16問 選択債権に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，後記

1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 選択権を有する債権者がした選択の意思表示は，債務者が債務の履行に着手するま

では，債務者の承諾を得ることなく撤回することができる。 

イ 選択債権の目的である給付の中に，後に至って給付が不能となったものがある場合

において，それが選択権を有しない当事者の過失によるものであるときは，選択権を

有する者は，不能となった給付を選択することができる。 

ウ 選択債権についての選択は，債権の発生の時にさかのぼってその効力を生ずる。 

エ 第三者が選択権を有する場合には，選択の意思表示は，債権者又は債務者のいずれ

か一方に対してすれば足りる。 

オ 第三者が選択権を有する場合において，第三者が選択をする意思を有しないとき

は，選択権は，債権者に移転する。 

1 アウ     2 アオ     3 イエ     4 イオ     5 ウエ 
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第17問 次の対話は，保証に関する教授と学生との対話である。教授の質問に対する次のアか

らオまでの学生の解答のうち，正しいものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれ

か。 

教授： 今日は，保証について考えてみましょう。保証契約は，口頭で合意をすれば書

面を作成しなくても効力を生じますか。 

学生：ア 口頭で合意をした場合でも，保証契約は効力を生じます。ただし，書面によ

らない保証は，保証人が後に撤回することができます。 

教授： それでは，連帯保証がされた場合について考えてみましょう。債権者は，連帯

保証人に対して履行の請求をしましたが，主たる債務者には履行の請求をしてい

ませんでした。連帯保証人に対してした履行の請求の効果は，主たる債務者にも

及びますか。 

学生：イ 連帯保証人に対してした履行の請求の効果は，主たる債務者には及びませ

ん。 

教授： では，Ａを債務者とする 500 万円の金銭債務についてＢとＣが連帯保証をした

としましょう。この場合には，債権者は，Ｂに対して，どのような請求をするこ

とができますか。 

学生：ウ 債権者は，Ｂに対し，500 万円全額の支払を請求することができます。 

教授： 次に，根保証について考えてみましょう。一定の範囲に属する不特定の債務を

主たる債務とする保証が根保証ですが，主たる債務の範囲に貸金債務が含まれる

根保証契約が締結されたとします。この場合には，極度額を定めることは必要で

すか。 

学生：エ 法人ではなく個人が保証人となる場合には，極度額を定めない根保証契約で

主たる債務の範囲に貸金債務が含まれるものは無効となりますので，極度額を

定めることが必要です。 

教授： 最後に，保証人の求償について考えてみましょう。Ｄは，Ｅの意思に反してい

ながら，Ｅを債務者とする金銭債務について保証をし，その後，その保証債務を

履行しました。この場合には，Ｄは，Ｅに対し，求償権を行使することができま

すか。 

学生：オ Ｄは，主たる債務者であるＥの意思に反して保証をしていますので，Ｅに対

して，求償権を行使することができません。 

1 アイ     2 アエ     3 イオ     4 ウエ     5 ウオ 
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第18問 次の対話は，相殺に関する教授と学生との対話である。教授の質問に対する次のアか

らオまでの学生の解答のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものの組合せは，後記 1

から 5 までのうち，どれか。 

教授： ＡがＢに対して 1000 万円の甲債権を有し，ＣがＡに対して 1500 万円の乙債権

を有し，甲債権と乙債権のいずれも弁済期が到来しています。この事例（以下「本

件事例」という。）において，Ｃは，乙債権を自働債権とし，甲債権を受働債権と

する相殺をすることはできるでしょうか。 

学生：ア Ｃが甲債権について第三者による弁済をすることができる場合には，Ｃは，

乙債権を自働債権とし，甲債権を受働債権とする相殺をすることができます。 

教授： 本件事例において，Ａが無資力である場合には，Ｃは乙債権を被保全債権とし

て，甲債権について債権者代位権を行使することができることがありますね。こ

の場合に，Ｃは，どのような方法で乙債権を回収することができるでしょうか。 

学生：イ Ｃは，甲債権についてＢから直接弁済を受領し，受領した金銭についてのＡ

に対する返還債務に係る債権を受働債権とし，乙債権を自働債権とする相殺を

することができます。 

教授： 本件事例に戻って，Ａによる相殺の主張の可否について，検討してみましょ

う。当初Ｂが乙債権を有していたところ，これをＣに対して譲渡していたとしま

す。この乙債権の譲渡の前からＡがＢに対して甲債権を有していたとすると，Ａ

は，甲債権を自働債権とし，乙債権を受働債権とする相殺をすることはできるの

でしょうか。 

学生：ウ Ａが相殺の意思表示をするよりも前に，ＢからＡに対して乙債権の譲渡の通

知がされていた場合には，Ａは相殺を主張することができません。 

教授： 本件事例において，ＡがＣに対して 1000 万円の丙債権を有していたとします。

甲債権に係る債務と丙債権に係る債務とが連帯債務の関係にある場合には，Ｂは

乙債権と丙債権との相殺を援用することができますか。丙債権についても弁済期

は到来しているものとします。 

学生：エ Ｂは，Ｃの負担部分について乙債権と丙債権との相殺を援用することができ

ます。 

教授： では，本件事例において，ＡがＣに対して弁済期の到来している 1000 万円の

丙債権を有しており，かつ，乙債権はもともとＢのＡに対する債権として発生し

たもので，ＡＢ間で相殺を禁止する合意がされていたとします。その合意の存在

については善意であったＣがＢから乙債権を譲り受け，ＢからＡに対して乙債権 
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の譲渡の通知がされた場合には，Ｃは，乙債権と丙債権とを相殺することができ

ますか。 

学生：オ Ｃは，ＡＢ間でされた相殺を禁止する合意を対抗されることはありませんか

ら，乙債権と丙債権とを相殺することができます。 

1 アウ     2 アエ     3 イウ     4 イオ     5 エオ 
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第19問 消費貸借に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの

組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 消費貸借が成立した場合，貸主は目的物を貸し渡す債務を負い，借主は目的物を返

還する債務を負う。 

イ 利息付きの金銭消費貸借における利息は，特約のない限り，消費貸借の成立の日の

翌日から発生する。 

ウ 消費貸借の予約がされた後に，当事者の一方が破産手続開始の決定を受けたとき

は，消費貸借の予約の効力は失われる。 

エ 無利息の消費貸借の目的物に瑕疵があったときは，借主は，瑕疵がある物の価額を

返還することができる。 

オ 利息付きの金銭消費貸借における借主は，返還の時期が定められている場合であっ

ても，その期限前に返還をすることができ，このときには，残元本のほか，実際に返

還をする日までの利息を支払えば足りる。 

1 アイ     2 アオ     3 イエ     4 ウエ     5 ウオ 
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第20問 親子関係に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているも

のの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 認知は，認知をした父が子の出生の時にさかのぼって効力を生じさせる旨の別段の

意思表示をした場合を除き，認知をした時からその効力を生ずる。 

イ 嫡出でない子と父との間の法律上の親子関係は，認知によってはじめて発生するも

のであるから，嫡出でない子は，認知によらないで父との間の親子関係の存在確認の

訴えを提起することはできない。 

ウ 夫とその妻以外の女性との間に出生した嫡出でない子について，夫婦間の嫡出子と

して出生届がされ，これが受理された場合，その出生届は認知届としての効力を有す

る。 

エ 婚姻の成立の日から 200 日を経過した後又は婚姻の解消若しくは取消しの日から

300 日以内に子が生まれた場合に，夫において子が嫡出であることを否認するために

は，夫が子の出生を知った時から 3 年以内に嫡出否認の訴えを提起しなければならな

い。 

オ 婚姻の成立の日から 200 日を経過した後又は婚姻の解消若しくは取消しの日から

300 日以内に子が生まれた場合に，妻がその子を懐胎すべき時期に，既に夫婦が事実

上の離婚をして夫婦の実態が失われ，夫婦間に性的関係を持つ機会がなかったことが

明らかであるなどの事情が存在するときには，当該子は，親子関係の不存在確認の訴

えにより，その父子関係の存否を争うことができる。 

1 アイ     2 アエ     3 イウ     4 ウオ     5 エオ 
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第21問 成年後見に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 1 か

ら 5 までのうち，どれか。 

ア 成年被後見人が成年後見人の同意を得てした行為は，取り消すことができない。 

イ 成年後見人の数は，1 名であることを要しない。 

ウ 成年後見人は，成年被後見人との利益が相反する行為をするには，家庭裁判所の許

可を得なければならない。 

エ 家庭裁判所は，法人を成年後見監督人に選任することができない。 

オ 家庭裁判所は，いつでも，成年後見人に対し，後見の事務の報告又は財産の目録の

提出を求めることができる。 

1 アウ     2 アエ     3 イエ     4 イオ     5 ウオ 
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第22問 相続人に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，後記 1

から 5 までのうち，どれか。 

ア 被相続人Ａの親族として，亡実弟Ｂの実子であるＣがいるだけの場合において，Ａ

が死亡したときは，ＣはＢを代襲してＡの相続人となる。 

イ 被相続人Ａの子であるＢが相続放棄をした場合，Ｂの子であるＣが，Ｂを代襲して

Ａの相続人となる。 

ウ 夫Ａ及び妻Ｂの子であるＣが，故意にＡを死亡させて刑に処せられた場合におい

て，その後にＢが死亡したときは，Ｃは，Ａの相続について相続人となることができ

ないほか，Ｂの相続についても相続人となることができない。 

エ 被相続人は，推定相続人である兄弟姉妹の廃除を請求することはできない。 

オ 被相続人の生前にされた推定柤続人の廃除は，遺言によって取り消すことはできな

い。 

1 アウ     2 アエ     3 イウ     4 イオ     5 エオ 
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第23問 遺産分割等に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っている

ものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 貸金債務についての連帯債務者の一人が死亡し，その相続人が数人ある場合，当該

相続人らは，被相続人の債務の分割されたものを承継し，各自その承継した範囲にお

いて，本来の債務者とともに連帯債務者となる。 

イ 被相続人は，遺言で，相続開始の時から 5 年を超えない期間を定めて，遺産の分割

を禁ずることができる。 

ウ 共同相続人の間で成立した遺産分割協議は，詐害行為取消権行使の対象となり得な

い。 

エ 相続開始後，遺産である不動産について，共同相続人の一人からその持分の譲渡を

受け，その旨の登記を経た第三者は，その後に行われた遺産分割により当該不動産の

所有権を全て取得することとされた他の共同相続人に対し，自己の持分を主張するこ

とができる。 

オ 共同相続人間において遺産分割の協議が成立した場合に，相続人の一人が他の相続

人に対してその協議において負担した債務を履行しないときは，当該他の相続人は，

債務不履行を理由としてその協議を解除することができる。 

1 アウ     2 アエ     3 イエ     4 イオ     5 ウオ 
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第24問 刑法における故意に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正し

いものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア Ａは，Ｂを脅迫しようと考え，パソコン上で「お前を殺してやる」との内容の電子

メールを作成し，これを送信したが，その際，送信先を間違えてＣに送信してしま

い，Ｃがこれを読んで畏怖した。この場合，Ａには，Ｃに対する脅迫罪が成立する。 

イ Ａは，鹿の狩猟のために山中に入ったところ，山菜採りのために山中に入っていた

Ｂ（人間）を鹿であると誤信してライフル銃を発射し，その弾がＢの脚に当たって重傷

を負わせた。この場合，Ａには，傷害罪が成立する。 

ウ Ａは，勤務する会社で担当した会計処理の誤りを取り繕うため，取引先であるＢ名

義の領収証を偽造したが，その際，領収証は私文書偽造罪における「文書」には当たら

ないと思っていた。この場合，Ａには，私文書偽造罪は成立しない。 

エ Ａは，酒場で口論となったＢの顔面を拳で殴り，その結果，Ｂが転倒して床で頭を

強く打ち，脳挫傷により死亡したが，Ａは，Ｂを殴った際，Ｂが死亡するとは認識も

予見もしていなかった。この場合，Ａには，傷害致死罪が成立する。 

オ Ａは，殺意をもって，Ｂの頭を鉄パイプで数回殴り，Ｂが気絶したのを見て，既に

死亡したものと誤信し，犯行を隠すためにＢを橋の上から川に投げ入れたところ，Ｂ

は転落した際に頭を打って死亡した。この場合，Ａには，殺人罪は成立しない。 

1 アウ     2 アエ     3 イウ     4 イオ     5 エオ 
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第25問 中止未遂の成否に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しい

ものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア Ａは，Ｂを殺そうと考え，刺身包丁をＢに向かって振り下ろしたが，Ｂが身をかわ

したためにＢの衣服が切れたにとどまり，その際，Ｂから涙ながらに「助けてくれ」と

懇願されたため，Ｂを哀れに思い，殺害するのをやめてその場を立ち去った。この場

合，Ａには，殺人罪の中止未遂は成立しない。 

イ Ａは，一戸建てのＢ宅に放火しようと考え，その軒先に，準備した段ボールを置い

て火をつけたが，Ｂが死んでしまっては申し訳ないと思い，大声で「火事だ」と叫びな

がら立ち去り，その声を聞いたＢが消火したため，Ｂ宅には燃え移らなかった。この

場合，Ａには，現住建造物等放火罪の中止未遂は成立しない。 

ウ Ａは，日々の生活費に窮し，金属買取店で換金して現金を得ようと考え，道路に設

置されたマンホールの蓋を三つ盗んで自宅に持ち帰ったが，その後，他人が転落して

しまう危険があると考えて反省し，翌日，全てのマンホールの蓋を元の場所に戻して

おいた。この場合，Ａには，窃盗罪の中止未遂が成立する。 

エ Ａは，Ｂを殺そうと考え，青酸化合物をＢに飲ませたが，Ｂが苦しむ姿を見て，大

変なことをしてしまったと悟り，直ちに消防署に電話をかけ，自己の犯行を正直に話

して救急車を呼び，その結果，Ｂが病院に搬送されて治療が施されたが，Ｂは青酸化

合物の毒性により死亡した。この場合，Ａには，殺人罪の中止未遂は成立しない。 

オ Ａは，Ｂが旅行に出かけている間に，Ｂ宅に侵入して金品を盗もうと考え，深夜，

侵入に使うためのドライバーなどを準備してＢ宅の前まで行ったが，Ｂが金品を盗ま

れて落胆する姿を想像し，それがかわいそうになって，Ｂ宅に侵入することなく帰宅

した。この場合，Ａには，窃盗罪の中止未遂が成立する。 

1 アイ     2 アオ     3 イエ     4 ウエ     5 ウオ 
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第26問 強盗罪に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの組

合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア Ａは，人気のない夜道でＢにナイフを示して脅迫し，現金を要求したが，畏怖した

Ｂがナイフの刃を手でつかんだので，Ｂの手を離すためにナイフを動かしたところ，

Ｂが手に切り傷を負った。この場合，Ａには，強盗致傷罪が成立する。 

イ Ａは，飲食店で包丁を示して店員Ｂを脅迫し，レジにあった現金を奪って逃走した

が，数日後，その飲食店から 5 キロメートル離れた路上で，たまたまＢに出会って声

を掛けられたので，Ｂを殴って逃走した。この場合，Ａには，事後強盗罪が成立す

る。 

ウ Ａは，金品を奪おうと考え，帰宅途中のＢの背後から歩いて近づき，Ｂが持ってい

た手提げカバンをつかんで引っ張ったところ，Ｂがすぐにカバンから手を離したの

で，それを持って逃走した。この場合，Ａには，強盗罪が成立する。 

エ Ａは，Ｂ宅に侵入し，Ｂに拳銃を突き付けて脅迫し，金品を要求したが，Ｂが畏怖

して身動きできなくなったので，自らＢ宅内を物色し，Ｂが気付かないうちに，Ｂ所

有の腕時計をポケットに入れて逃走した。この場合，Ａには，強盗罪が成立する。 

オ Ａは，無賃乗車をするつもりでタクシーに乗車し，自宅付近でタクシーを停める

と，料金を支払わずに車外に出たが，運転手であるＢから料金の支払を要求されたた

め，Ｂを殴り倒して逃走した。この場合，Ａには，事後強盗罪が成立する。 

1 アウ     2 アエ     3 イウ     4 イオ     5 エオ 
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第 27問 株式会社の発起設立に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せ

は，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 定款に現物出資に関する事項についての記載がある場合に，当該事項を調査させる

ため裁判所に対し検査役の選任の申立てをしなければならないのは，設立時取締役で

ある。 

イ 設立時取締役は，定款に記載された現物出資に関する事項について裁判所が選任し

た検査役による調査がされた場合であっても，その出資の履行が完了していることを

調査しなければならない。 

ウ 株式会社の成立の時における現物出資財産の価額が当該現物出資財産について定款

に記載された価額に著しく不足する場合には，設立時取締役は，その職務を行うにつ

いて注意を怠らなかったことを証明したときであっても，当該株式会社に対し，当該

不足額を支払う義務を負う。 

エ 株式会社の設立の無効の訴えの提訴期間は，会社法上の公開会社にあっては会社の

成立の日から 1 年以内であり，それ以外の株式会社にあっては会社の成立の日から 2

年以内である。 

オ 監査役設置会社の設立の無効の訴えについては，株主，取締役，監査役又は清算人

は原告適格を有するが，発起人は原告適格を有しない。 

1 アウ     2 アエ     3 イウ     4 イオ     5 エオ 

 

 

第 27 問から第 34 問までの試験問題については，問題文に明記されている場合を除き，定

款に法令と異なる別段の定めがないものとして，解答してください。 
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第28問 株主名簿に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，後記

1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 株式会社は，その株主に対し剰余金の配当をする場合には，これを取締役会の決議

によってするとき及び当該株式会社の純資産額が 300 万円を下回るときを除き，事業

年度の末日を基準日として定めて，当該基準日において株主名簿に記載されている株

主をその権利を行使することができる者と定めなければならない。 

イ 株式会社は，基準日を定めて，当該基準日において株主名簿に記載されている株主

を株主総会における議決権を行使することができる者と定めた場合であっても，当該

基準日後に募集株式を発行したときは，当該基準日後にその株式を取得した者の全部

を当該議決権を行使することができる者と定めることができる。 

ウ 株券発行会社の株主は，当該株券発行会社が現に株券を発行しているかどうかを問

わず，当該株券発行会社に対し，当該株主についての株主名簿に記載された株主名簿

記載事項を記載した書面の交付を請求することができない。 

エ 株式会社が一の株主名簿管理人に対し株主名簿に関する事務を委託した場合におい

て，当該株式会社が新たに新株予約権を発行したときは，当該株主名簿管理人は，当

該新株予約権に係る新株予約権原簿に関する事務を行わなければならない。 

オ 株主は，書面をもって作成されている株主名簿及び新株予約権原簿の閲覧又は謄写

の請求をすることができるが，新株予約権者は，当該株主名簿及び当該新株予約権原

簿の閲覧又は謄写の請求をすることができない。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 
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第29問 会社法上の公開会社でない取締役会設置会社の株主総会に関する次のアからオまでの

記述のうち，正しいものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 会社は，株主総会における議決権について，株主ごとに異なる取扱いを行う旨を定

款で定めることができる。 

イ 総株主の議決権の 100 分の 3 以上の議決権を有する株主は，当該議決権を 6 か月前

から引き続き有する場合に限り，取締役に対し，株主総会の招集を請求することがで

きる。 

ウ 株主総会に出席しない株主が書面又は電磁的方法によって議決権を行使することが

できる旨を定めたかどうかを問わず，取締役は，株主総会の日の 2 週間前までに，株

主に対して株主総会の招集の通知を発しなければならない。 

エ 株主総会においては，取締役が当該株主総会に提出した資料を調査する者を選任す

る必要がある場合でも，その選任が株主総会の目的である事項として当該株主総会の

招集の通知に記載されていないときは，その選任の決議をすることができない。 

オ 株主総会においてその続行について決議があった場合には，取締役は，株主に対し

て改めて株主総会の招集の通知を発する必要はない。 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 ウオ 
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第30問 監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めに関する次のアか

らオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれ

か。 

ア 監査役を置く株式会社は，大会社である場合でも，会社法上の公開会社でないとき

は，監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨を定款で定めることができ

る。 

イ 監査役を置く株式会社は，監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の

定款の定めを設けた場合には，その旨の変更の登記をしなければならない。 

ウ 監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めがある株式会社

の監査役は，取締役会に出席した場合でも，書面をもって作成されたその議事録に署

名又は記名押印をする必要はない。 

エ 監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めがある株式会社

の株主は，その権利を行使するため必要がある場合には，当該株式会社の営業時間内

は，いつでも，裁判所の許可を得ることなく，書面をもって作成されている取締役会

の議事録の閲覧又は謄写の請求をすることができる。 

オ 監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めがある株式会社

においても，その株主総会は，当該株式会社と取締役との間の訴えについて監査役が

当該株式会社を代表するものと定めることができる。 

1 アウ     2 アエ     3 イウ     4 イオ     5 エオ 
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第31問 次の対話は，株式会社の解散と清算に関する教授と学生との対話である。教授の質問

に対する次のアからオまでの学生の解答のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの組合

せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

教授： 会社法上の公開会社が解散するための手続は，どのようなものですか。なお，

この会社は，監査等委員会設置会社及び指名委員会等設置会社ではないものとし

ます。 

学生：ア 会社法上の公開会社は，株主総会の特別決議によって解散することができま

す。この場合には，会社は，その株主総会の日の 2 週間前までに，会社の債権

者に対し，一定の期間内にその債権を申し出るべき旨を官報に公告し，かつ，

知れている債権者には，各別にこれを催告しなければなりません。 

教授： この会社が解散の時において会計監査人設置会社であった場合には，清算株式

会社には，監査役や会計監査人を置く必要はありますか。 

学生：イ 監査役も，会計監査人も，置く必要はありません。 

教授： では，この会社が裁判所の解散命令によって解散した場合において，定款で清

算人を定めておらず，かつ，株主総会でも清算人を選任しなかったときは，誰が

清算人となりますか。 

学生：ウ その場合には，取締役が当然に清算人となります。 

教授： この会社について，破産財団をもって破産手続の費用を支弁するのに不足する

として，破産手続開始の決定と同時に，破産手続廃止の決定がされた場合には，

取締役は当然に清算人となりますか。 

学生：エ いいえ。その場合には，取締役が当然に清算人となることはありません。 

教授： 最後に，定款で定めた存続期間の満了によって解散した清算株式会社は，いつ

まで，株主総会の決議によって株式会社を継続することができますか。 

学生：オ その清算株式会社は，清算が結了するまで，株主総会の決議によって株式会

社を継続することができます。しかし，休眠会社が解散したものとみなされた

場合には，解散したものとみなされた後 3 年以内に限られています。 

1 アウ     2 アエ     3 イウ     4 イオ     5 エオ 
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第32問 持分会社に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 1 か

ら 5 までのうち，どれか。 

ア 合資会社の有限責任社員が出資の価額を減少した場合に，その旨の登記をする前に

生じた当該合資会社の債務を弁済すべき当該有限責任社員の責任は，当該登記後 1 年

を経過した時に消滅する。 

イ 合名会社の業務を執行する社員を定款で定めた場合には，業務を執行する社員以外

の社員は，当該合名会社の常務を単独で行うことができない。 

ウ 合同会社の業務を執行する社員が法人である場合には，当該法人の代表者が当該業

務を執行する社員の職務を行うべき者となる。 

エ 合名会社の社員の持分を差し押さえた債権者は，事業年度の終了時の 6 か月前まで

に当該合名会社及び当該社員に対し当該社員を退社させる旨の予告をした場合には，

当該社員が当該債権者に対し弁済し又は相当の担保を提供したときを除き，事業年度

の終了時において当該社員を退社させることができる。 

オ 合同会社以外の持分会社は，損失の塡補のために，その資本金の額を減少すること

ができない。 

1 アイ     2 アウ     3 イエ     4 ウオ     5 エオ 
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第33問 社債権者集会に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記

1 から 5 までのうち，どれか。 

なお，担保付社債信託法及び社債，株式等の振替に関する法律の適用は，ないものと

する。 

ア 社債発行会社が無記名式の社債券を発行している場合において，社債権者集会を招

集するには，招集者は，社債権者及び社債発行会社に対して招集の通知を発しなけれ

ばならないが，社債権者集会に関する事項を公告する必要はない。 

イ 社債発行会社は，その有する自己の社債について，社債権者集会における議決権を

有しない。 

ウ 社債権者集会において議決権を行使しようとする無記名社債の社債権者は，当該社

債権者集会の日の 1 週間前までに，その社債券を供託しなければならない。 

エ 社債権者集会に出席しない社債権者は，当該社債権者集会における議決権者の数の

多寡にかかわらず，書面によって議決権を行使することができる。 

オ 社債権者集会において社債の全部についてその支払の猶予を可決するには，議決権

者の議決権の総額の 3 分の 1 以上で，かつ，出席した議決権者の議決権の総額の 2 分

の 1 を超える議決権を有する者の同意がなければならない。 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 ウオ 
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第34問 次の対話は，株式交換に関する教授と学生との対話である。教授の質問に対する次の

アからオまでの学生の解答のうち，正しいものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，

どれか。 

教授： Ａ株式会社(以下｢Ａ社｣という｡)がＢ株式会社(以下｢Ｂ社｣という｡)を株式交換

完全親会社とする株式交換の事例について考えてみましょう。まず，Ｂ社は，Ａ

社の株主に対し，その株式に代わる対価を交付しないことができますか。 

学生：ア Ａ社の株主を保護するため，会社法上，Ｂ社は，株式交換に際してＡ社の株

主に対して対価を交付しなければならないとされています。 

教授： Ｂ社がＡ社の総株主の議決権の 10 分の 9 以上を有している場合には，株式交

換に際して，Ａ社の少数株主の保護は，会社法上，どのように図られています

か。なお，Ｂ社がＡ社の株主に対して交付する対価は，金銭であるとします。 

学生：イ Ａ社の反対株主は，Ａ社に対し，自己の有するＡ社株式を公正な価格で買い

取ることを請求することができます。また，例えば，株式交換契約において定

められたＢ社がＡ社の株主に対して交付する対価が著しく不当である場合にお

いて，Ａ社の株主が不利益を受けるおそれがあるときは，Ａ社の株主は，Ａ社

に対し，株式交換をやめることを請求することができます。 

教授： Ａ社がその株式に係る株券を現に発行している場合には，Ａ社は，どのような

手続を採る必要がありますか。 

学生：ウ Ａ社は，効力発生日までにＡ社に対し株券を提出しなければならない旨をそ

の日の 1 か月前までに，公告し，かつ，株主及び登録株式質権者には，各別に

これを通知しなければなりません。 

教授： それでは，株式交換に際して，Ａ社の債権者の保護は，会社法上，どのように

図られていますか。 

学生：エ 株式交換によってＡ社の債権者の地位に変動が生ずることはないので，会社

法上，Ａ社の債権者が異議を述べる手続は定められていません。 

教授： 最後に，株式会社でない会社も，株式交換の当事会社となることはできます

か。 

学生：オ 株式交換完全子会社は，株式会社に限られますが，株式交換完全親会社は，

株式会社のほか，合名会社，合資会社又は合同会社もなることができます。 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 ウオ 
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第35問 商事消滅時効に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤ってい

るものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 商行為である売買契約が解除された場合には，その解除による原状回復請求権は，

5 年間行使しないときは，時効によって消滅する。 

イ 商人がその営業のために商人でない者の債務を保証した場合には，主たる債務につ

いての消滅時効期間が 10 年であっても，債権者の当該商人に対する保証債務履行請

求権は，5 年間行使しないときは，時効によって消滅する。 

ウ 商人がその営業のために商人でない者に対して金銭を貸し付け，当該商人でない者

が利息制限法所定の制限を超えて利息を支払った場合には，当該商人でない者の当該

商人に対する不当利得返還請求権は，5 年間行使しないときは，時効によって消滅す

る。 

エ 会社法第 64条第 1項の証明書を交付した銀行が同条第 2項に基づき成立後の株式

会社に対しその証明に係る金額を支払う債務を負う場合には，当該株式会社の当該銀

行に対するその支払請求権は，5 年間行使しないときは，時効によって消滅する。 

オ 取締役がその任務を怠った場合における株式会社の当該取締役に対する会社法に基

づく損害賠償請求権は，5 年間行使しないときは，時効によって消滅する。 

(参考) 

会社法 

第 64 条 第 57 条第 1 項の募集をした場合には，発起人は，第 34 条第 1 項及び前

条第 1 項の規定による払込みの取扱いをした銀行等に対し，これらの規定により

払い込まれた金額に相当する金銭の保管に関する証明書の交付を請求することが

できる。 

2  前項の証明書を交付した銀行等は，当該証明書の記載が事実と異なること又は

第 34 条第 1 項若しくは前条第 1 項の規定により払い込まれた金銭の返還に関す

る制限があることをもって成立後の株式会社に対抗することができない。 

1 アイ     2 アエ     3 イオ     4 ウエ     5 ウオ 

 

 


